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平成 31 年 3 月 

 

仙台市包括外部監査人 公認会計士 瀬戸 卓 

 

平成 30 年度 包括外部監査の結果報告書  概 要 版 

 

第１ 外部監査の概要 

１ 外部監査の種類 

地方自治法第２５２条の３７第１項に基づく包括外部監査 
 

２ 選定した特定の事件 

自動車運送事業に係る財務事務の執行及び管理の状況について 
 

３ 特定の事件を選定した理由 

公営企業については、「公営企業の経営に当たっての留意事項について」（平成 26 年 8 月 29 日

付総務省自治財政局公営企業三課室長通知）において、将来にわたって安定的に事業を継続してい

くための、中長期的な基本計画である「経営戦略」の策定が要請されている。 

一方、仙台市（以下、「市」という。）の自動車運送事業は赤字決算が常態化し、累積損失が 60

億円（平成 29 年度）生じている。また、「仙台市自動車運送事業経営改善計画（平成 29 年 3 月 仙

台市交通局）」（以下、「経営改善計画」という。）によると、毎年 30億円を超える一般会計補助

金を受け入れても、今後も赤字決算の継続が見込まれ、平成 33 年度における累積損失 88 億円、資

金不足額 10 億円と厳しい業績見通しが示されている。 

よって、自動車運送事業に係る財務事務の執行及び管理の状況について、包括外部監査人の立場

から検討を加えることは、今後の行政運営にとって有意義と認識し、本年度の包括外部監査の特定

の事件として選定した。 
 

４ 外部監査の方法 

（１）監査着眼点 

①  経営改善計画は経営戦略策定ガイドラインの趣旨に沿って策定されているか 
②  一般会計負担は適切に行われているか 
③  能率的な経営により経済性が発揮されているか 
④  契約事務は適切に行われているか 
⑤  財務諸表は適切に作成されているか 
⑥  外郭団体の管理は適切に行われているか 

 

（２）実施した主な監査手続 

①  予備調査 
 自動車運送事業の関連資料を入手、分析、質問により、当該事業の現状と課題を把握した。 

②  本監査 
 予備調査の結果に基づき、「（１）監査着眼点」について経済性、効率性及び有効性（３Ｅ）

並びに合規性の観点から検討を行った。検討に際しては、関連資料を閲覧し、必要に応じて
関係部署に対する質問を行った。 

 交通局川内営業所、霞の目営業所、七北田出張所を視察した。 
 仙台交通に往査した。 

 

５ 外部監査の実施期間 

平成 30 年 6 月 18 日から平成 31 年 3 月 7 日まで 
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第２ 外部監査の結果及び意見 

Ⅰ 個別検出事項 

今回の監査の過程で発見された個別検出事項については、 

 監査の結果（地方自治法第 252 条の 37第 5項）を「指摘」 

 監査の結果に添えて提出する意見（地方自治法第 252 条の 38 第 2 項）を「意見」 

と記載している。 

項目 区分 現状の問題点 解決の方向性 

Ⅰ 個別検出事項 

１経営改善計画 

（１）不十分な

計画期間 

意見 以下の点を考慮すると、経営改善計画の

計画期間 5 年が合理的な期間といえるか

疑問である。 

 赤字解消や資金不足の解消見通しが不

明確であり、現行の経営改善計画によ

る持続可能性の評価が困難であること 

 経営環境の変化についてはローリング

方式による計画策定で足りる問題であ

り、計画期間を短縮する合理的理由と

は考えられないこと 

 やむを得ず 10 年未満の計画期間とす

る理由について、市民・議会に対する

説明状況が不明確であること 

公営企業は、将来にわたり持続

的・安定的に必要な住民サービ

スの提供を維持することが求め

られていることを認識のうえ、

経営戦略策定ガイドラインが示

す「10年以上の合理的な計画期

間」で経営改善計画を策定する。 

（２）不十分な

経営改善効

果 

意見 経営改善計画の計画期間は赤字が継続

し、赤字解消年度の見通しが示されてい

ないため、現行の経営改善計画で十分な

経営改善効果を期待できるといえるか疑

問である。健全化対策補助金による安易

な一般会計負担の継続により、経営健全

化団体を回避している印象は否めない。 

経営改善計画上、適正な一般会

計負担のもとでの赤字解消予定

年度の見通しを明確にする。 

（３）不十分な

情報開示 

（路線別営

業係数） 

意見 経営健全化に向けた議論の契機とする観

点から、交通局が示す路線別営業係数の

みでは偏った不十分な情報開示にならな

いか懸念される。 

毎年度公表している経営比較分

析表において、経営の効率性に

関する民間事業者平均値との差

異分析を記載する。 

（４）不十分な

情報開示 

（一般会計

負担） 

指摘 経営改善計画において、計画期間各年度

の一般会計負担の総額は示されているも

のの、一般会計負担の内訳まで明示され

ていない。 

また、経営改善計画では「一般会計から

の補助に過度に依存しない経営体質を目

指す」と記載しているものの、以下の点

で情報開示が不十分と認められる。 

 具体的な方策は示されておらず、実質

的な内容を伴っていないこと 

 健全化対策補助金は計画期間中 12 億

円の横ばい推移であることが開示され

ていないこと 

「情報開示が適当な項目例」に

沿って、一般会計等の関与に係

る情報開示を行うとともに、経

営改善計画が示す「一般会計か

らの補助に過度に依存しない経

営体質を目指す」具体的な方策

を経営改善計画に明示する。 
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項目 区分 現状の問題点 解決の方向性 

（５）重要課題

の識別もれ 

意見 前回の経営改善計画に掲げられていた「公

営バス事業の担うべき役割等に関する行

政との検討」について明確な成果等はな

く、かつ、現行の経営改善計画では当該

項目が取組項目として掲げられていない。

自動車運送事業における重要課題が経営

改善計画に反映されておらず、実効性の

ある経営戦略とは認められない。 

経営健全化に向けた議論の契機

とするため、市における公営バ

ス事業の担うべき役割を整理

し、経営改善計画に反映させる。 

（６）抜本的な

改革の検討

不足 

意見 交通局の聞き取り調査は運行管理業務受

託に限定した内容であるため、他の選択

肢（例えば、民間への事業譲渡）もある

中で、運行管理委託に限定した確認では

「受け皿になる民間企業は存在しない」

との根拠に乏しいと考えられる。 

個別検出事項「１（２）不十分な経営改

善効果」に記載のとおり、現行の経営改

善計画による経営改善効果が不十分であ

る点を考慮すると、抜本的な改革の検討

不足と認められる。 

民間譲渡の選択肢を含めたサウ

ンディング型市場調査を行い、

受け皿になる民間企業が存在し

ないことの根拠付けを明確にす

る。 

２一般会計負担 

（１）行政判断

との不整合 

意見 不採算路線の維持（行政判断）が目的な

ら、一般会計負担の対象路線の運行便数

の下限設定（行政サービスの提供水準）

が必要と考えられるが、生活路線・フィー

ダー路線とも運行頻度の下限設定はなさ

れていない。生活路線における「運行便

数 20便以下」のような運行頻度の上限設

定が不合理なことは、事業者が恣意的に

減便することで一般会計負担の対象路線

の増加が可能となる点からも自明である。 

経営改善計画において減便方針が示され

ている現状も考慮すると、対象路線の運

行頻度に下限設定のない一般会計負担

が、市の行政判断と整合しているといえ

るか疑問である。 

行政と公営企業の役割分担を踏

まえ、路線維持のサービス水準

（対象路線、運行頻度）を行政

側にて明確に提示する。 

民間バス会社に対する運行補助

との代替性を考慮すれば、対象

路線の運行頻度の下限設定を明

確にし、地域路線運行補助金を

積算するのが合理的である。 

（２）一般会計

繰入の過大

積算 

指摘 営業収支の算定上、減価償却費が含まれ

ているため、減価償却費に対応する収益

である長期前受金戻入を考慮せず営業収

支を算定すると、補助金等で手当された

部分にまで一般会計負担がなされたと考

えられる。長期前受金戻入を反映せず一

般会計負担を積算するのは、補助金等で

手当された部分まで一般会計負担してい

る点で、一般会計繰入の過大積算と認め

られる。 

収支差額の積算上、減価償却費

を含めるのであれば、減価償却

費に見合う収益である長期前受

金戻入（営業外収益）も考慮の

うえ、収支差額（一般会計負担

額）を積算する。 
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項目 区分 現状の問題点 解決の方向性 

（３）経営改善

インセンティ

ブに乏しい

繰出基準 

意見 地域路線運行補助金は、一般会計負担の

対象路線に係る営業損失（実績値）を基

礎に算定している。現行の積算方法は経

営努力による収支改善インセンティブが

働きにくいものと認められ、「能率的な

経営を行ってもなおその経営に伴う収入

のみをもって充てることが客観的に困難

であると認められる経費」とは言い難い。 

標準的な運送原価を設ける等、

交通局の経営改善インセンティ

ブを阻害しない積算方法に見直

す。自動車運送事業の代替性を

考慮し、標準的な運送原価は民

間事業者平均を参考に設定する

のが合理的である。 

（４）不十分な

有効性評価 

意見 自動車運送事業には多額の一般会計負担

が行われているが、当該一般会計負担に

対する明確な有効性評価が行われていな

い。個別検出事項「１（２）不十分な経

営改善効果」に記載のとおり、現行の経

営改善計画による経営改善効果は不十分

と認められる点を考慮すると、交通事業

健全化対策補助金が有効といえるか疑問

である。 

自動車運送事業の主要な一般

会計負担を行政評価対象に加

え、一般会計負担の有効性を検

証する。 

３組織・運営 

（１）勤勉手当

に係る成績

率の一律適

用 

指摘 一般職員に対して一律に適用された成績

率を基礎とした勤勉手当の支給が行われ

ている現状は、「職員が発揮した能率が

充分に考慮されるものでなければならな

い」という企業職員の給与の基本原則の

趣旨に反したものと考えられる。 

企業職員の給与の基本原則の趣

旨を踏まえた成績率の基準見直

しを行う。 

なお、交通局では、平成 31 年

度以降の一般職員に関する成績

率を変更予定である。 

（２）企業の経

営状況を考

慮しない手

当支給 

意見 交通局の給与規程上、期末・勤勉手当を

含めて「企業の経営状況」を考慮して支

給すると明示されたものはないため、手

当支給額の算定上、企業の経営状況を考

慮して決定されたかどうか不明確である。

自動車運送事業の経営状況は、平成 19 年

度以降、経常損失を計上していることを

考慮すれば、期末・勤勉手当に係る現行

の決定方法は「企業の経営状況」を考慮

すべきことを定めた地方公営企業法第38

条第 3 項や条例の趣旨に反している。 

法の規定と整合するよう、期

末・勤勉手当の支給額決定を企

業の経営状況を考慮した方法に

見直す。 

（３）退職手当

過小負担 

指摘 普通会計との比較で、自動車運送事業会

計の退職率が低いことは、人事交流職員

に係る退職手当負担に偏りが生じており、

自動車運送事業会計における退職手当の

過小負担が懸念される。 

退職時に所属する会計が退職手当を全額

負担する取扱いはあくまで例外的な方法

であるという考え方に立てば、例外処理

が許容される実態を有するといえるか疑

問である。 

会計間の職員の異動が双方向・

頻繁であっても、会計間の退職

率に乖離が生じており、退職給

付費用の負担に重要な不均衡が

生じていないか精査する。 
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項目 区分 現状の問題点 解決の方向性 

（４）非常勤職

員の任用根

拠と勤務実

態の不整合 

意見 自動車運送事業における非常勤嘱託職員

の任用根拠は地方公務員法第 3 条第 3 項

第 3 号に基づき特別職非常勤職員として

整理されている。 

しかし、これら非常勤嘱託職員の個別の

職務の内容は必ずしも一般職の職員との

相違が明らかではなく、かつ、労働者性

の低い勤務態様とは考え難いため、任用

根拠と勤務実態の整合がとれているか疑

問である。 

非常勤職員の任用根拠と勤務

実態の不整合は会計年度任用

職員制度（平成 32 年度から導

入）の中で解決することが想定

されるが、それぞれの職の必要

性を十分吟味した上で、適正な

人員配置に努める。 

４契約 

（１）合理的根

拠を欠いた

随意契約理

由 

意見 仙台交通に対するバス車両整備業務委託

は「整備士の常駐及び作業体制の確保が

唯一可能な業者」であることを随意契約

の理由としているが、現在においても同

様といえるか疑問であり、仙台交通との

随意契約理由の合理的根拠は希薄であ

る。 

仙台交通以外の事業者では受託

困難な根拠を明確にする。 

随意契約とする合理的理由がな

ければ、公平性・競争性を確保

した契約方法に見直す。 

５会計 

（１）固定資産

台帳の不明

差異 

指摘 貸借対照表と固定資産台帳の金額に生じ

ている差異の原因が把握されていない。

固定資産台帳は、関連する資産等の管理

の他、関連損益項目（減価償却費、固定

資産除却費、長期前受金戻入等）の算出

根拠資料となることから、財務諸表が適

正に作成されているか確認できない。 

差異内容を調査のうえ、財務諸

表または固定資産台帳の所要の

修正を行う。 

（２）減損損失

の計上もれ 

指摘 固定資産のグループ化に関する交通局判

断は不合理であり、減損損失の計上もれ

と認められる。 

正味売却価額を精査のうえ、帳

簿価額と回収可能価額（正味売

却価額と使用価値のいずれか大

きい方）の差額を減損損失とし

て計上する。 

（３）ポイント

引当金の計

上もれ 

指摘 包括外部監査人の視点で整理すると、ポ

イント引当金（引当見積額 29,224 千円）

の合理的な見積りは可能と考えられるた

め、ポイント引当金の計上もれと認めら

れる。 

ポイント残高のうち翌年度以降

の利用見込額を合理的に算出

し、ポイント引当金として計上

する。 

（４）前受金の

計上もれ 

意見 バスカードの利用終了に伴う払戻見込残

高 10,319 千円（平成 29 年度末、交通局

試算）を前受金として計上した場合、資

金不足比率の基準超過が生じる。地方財

政法に定める基準値を超える事象につい

て、会計上の重要性判断により前受金の

計上もれが許容されるといえるか疑問で

ある。 

払戻し見込残高を精査し、金額

的重要性があれば、過年度損益

修正処理を行い、前受金等とし

て負債計上する。 
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項目 区分 現状の問題点 解決の方向性 

（５）資金不足

比率の基準

超過 

意見 個別検出事項「５（３）ポイント引当金

の計上もれ」「５（４）前受金の計上も

れ」に係る未計上負債を考慮した資金不

足比率は 10.0％であり、地方財政法上の

「10％基準」を超過している。 

各年度の決算において、資金不

足比率の基準超過に影響する重

要な未計上負債等がないか十分

に点検する。 

６外郭団体 

（１）委託費に

係るコスト

付け替えの

懸念 

意見 平成 29 年度において、仙台交通全体では

売上総利益を確保しているものの、自動

車事業が売上総利益△7,180 千円と赤字

になっている。 

自動車運送事業会計と高速鉄道事業会計

の間で委託費を通したコスト付け替えが

行われていないか懸念される。 

全体の損益状況のみならず、事

業別損益の状況も適時に把握

し、外郭団体において不自然な

赤字が発生していないか確認す

る。 

（２）低価格入

札 

意見 仙台交通が指名競争入札で受託している

遺失物取扱業務委託は間接経費（一般管

理費）まで考慮すれば実質的には赤字受

注と認められる。仙台交通の売上高の大

半が交通局との特命随意契約による受託

業務であり、市に対する収入依存度の高

い状況にあることを考慮すると、実質的

な赤字受注になるほどの低価格入札が適

切とは認められない。 

市からの財政依存度の高い外郭

団体においては、入札額が実質

的な赤字受注にならないよう慎

重に判断する。 

（３）合理的根

拠を欠いた

代替性評価 

意見 仙台交通との随意契約によるバス車両整

備業務委託に関する問題については、個

別検出事項「４（１）合理的根拠を欠い

た随意契約理由」に記載のとおりである。

バス車両整備業務委託については民間事

業者との代替性が認められることから、

外郭団体経営評価において代替性がない

と評価する合理的根拠は希薄である。 

外郭団体が実施する事業の代替

性を的確に評価し、外郭団体の

指導監督の実効性を確保する。 
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Ⅱ 抜本的な改革と市民への説明責任 

（１）公営バスの存在意義 

乗合バス事業における公営・民営の区分は、道路運送法上の一般乗合旅客自動車運送事業また

は公共交通機関であるバス輸送という面から差異はないが、公営のメリットとされている点につ

いて以下のような論点整理が見られる。 
 

公営のメリット 左記に対する意見 

民営バス事業者の参入が望めない場合に

地方公共団体が自らバス事業を経営して輸

送サービスを提供すること 

 公営も民営並の効率的経営が前提 

公営企業は地方公共団体の一部として事

務を行っており、まちづくり、福祉・環境

対策等一般行政部門と連携した行政施策の

実施が容易なこと 

 地方公共団体が地域交通計画を策定し必

要なサービス水準（路線編成等）を位置

付けた上で民営の協力を得ることができ

れば公営にこだわる必要はない 

 バス事業の主体が地方公共団体と同じで

あることが「もたれ合い」の構造を招い

た側面がある 

既存バス路線の維持という面において民

営は営利主義による路線縮小・廃止や倒産

のリスクがあるが、公営バスは地方公共団

体が直営で行うため、長期的かつ安定的な

バス運行サービスの提供が可能であること 

 バス路線の維持方策は、公営という直営

方式に限らず、第三セクター方式、民営

バス補助方式等色々な選択肢があり、最

も効率的な方策を選択することが住民福

祉の向上につながる 

低公害車両、低床型車両の導入等、直接

収益の向上に結び付きづらい投資を先駆的

に行うことにより住民福祉の向上を図るこ

と 

 環境・バリアフリー対策は、公共交通事

業者としての責務であり、公営としての

先導的役割は薄れていく 

 議会・住民の意向を反映した運行サービ

スの提供が可能であること 

 バス利用者等の要望が外部介入となる恐

れがある 

 民営との比較対照情報を分かり易く公開

すべきである 

営利追求が目的でないことから、内部補

助による一定程度の不採算路線の維持が可

能であること 

 経営実態から内部補助にも限界がある 

 内部補助は「受益と負担の連動関係」か

ら公平の原則に反する 

公務員としての身分保障により雇用が安

定しているため、良質な人材を確保するこ

とが可能であること 

 親方日の丸意識が経営悪化に拍車をかけ

ている 

 給与水準が民営より高い合理性をバス輸

送との関連で説明する責任がある 

 身分保障を前提に民営並の経営効率化は

できない 

出所：「公営バス事業のあり方に関する研究会報告書《要約版》（平成 12年 12 月 社団法

人公営交通事業協会）」をもとに包括外部監査人が作成 
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政令市における公営バスの状況は以下のとおりである。 

  人口（人） 面積（㎢） 
人口密度
（人/㎡） 

公営バス 備考 

札幌市 1,952,348  1,121.26  1,741  
 

平成 16 年に廃止（北海道中央バス㈱、ジェイ・
アール北海道バス㈱、じょうてつバスに移譲） 

仙台市 1,060,545  786.30  1,349  〇   

さいたま市 1,292,016  217.43  5,942  
 

  

千葉市 967,832  271.77  3,561  
 

  

横浜市 3,737,845  437.56  8,542  ●   

川崎市 1,488,031  143.01  10,405  ●   

相模原市 718,192  328.91  2,184  
 

  

新潟市 796,773  726.45  1,097  
 

  

静岡市 706,287  1,411.90  500  
 

  

浜松市 807,013  1,558.06  518  
 

  

名古屋市 2,288,240  326.45  7,009  ●   

京都市 1,415,775  827.83  1,710  ●   

大阪市 2,702,432  225.21  12,000  ● 平成 30 年に廃止（大阪シティバスに移管） 

堺市 840,622  149.82  5,611  
 

  

神戸市 1,542,935  557.02  2,770  ●   

岡山市 709,188  789.95  898  
 

  

広島市 1,195,327  906.68  1,318  
 

  

北九州市 961,024  491.95  1,953  〇   

福岡市 1,529,040  343.39  4,453  
 

  

熊本市 734,317  390.32  1,881  
 

平成 27 年に廃止（熊本都市バスに移譲） 

出所：人口：住民基本台帳人口（平成 30 年 1 月 1 日）、面積：全国都道府県市区町村別面積

調（平成 29 年 10 月 1 日） 

（注）公営バス欄の「●」は経営改善計画のベンチマークを表す。 

 

バス事業の経営環境は運行区域の人口密度に大きく左右されるが、行政区域内で民間バス事業

者が運行している中、相対的に人口密度の低い仙台市においても、市営バスの存在意義を明確に

することが求められているといえよう。 

（４）改革の方向性 

民間事業者やコミュニティバスの運行等で代替可能な地域においては、必ずしも公営企業とし

て行う必要はないことから、事業廃止、民営化・民間譲渡、民間活用による経営改革について検

討が可能である。 

まず、経営比較分析表等を活用し、民営化・民間譲渡の可能性を検討すべきである。 

民営化・民間譲渡を検討した結果、民間事業者の経営状況や乗務員確保の問題等により全路線

の譲渡が難しい場合は、路線の一部譲渡について検討しつつ、管理の委託等による民間活用を推

進すべきである。併せて、職員定数及び給与水準の適正化や運行計画の見直し等により更なる経

営の効率化を推進する必要がある。 
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民営化・民間譲渡の可能性が極めて低く、民間活用や職員定数及び給与水準の適正化等による

経営の効率化を図ってもなお収益性の低い事業や、人口減少等の要因によって将来にわたって収

益性の悪化が見込まれる事業においては、地域における公共交通手段を地方公共団体が確保する

必要性を踏まえ、公営企業として引き続きサービスを提供するのか、若しくは、公営企業を廃止

し、一般会計において行う代替手段（コミュニティバス・デマンドタクシー等）により公共交通

手段を確保するのか比較・検討を行った上で、当該代替手段の導入が望ましい場合は、その導入

を検討すべきである。その際には、採算性等将来にわたって持続的に公営企業として事業を継続

していくことが可能であるかどうかという視点から検討する。 

出所：公営企業の経営のあり方に関する研究会報告書（平成 29年 3月 総務省） 

 

 

（２）現状の問題認識 

市営バスを存続させるのであれば、まずは民間事業者並みのコストで経営できるようにすべき

である。このためには、経営比較分析表の活用による経営分析を行い、抜本的な改革の検討を行

うことが重要である。 

しかし、経営比較分析表に示されている市の分析に対する包括外部監査人の問題認識を整理す

ると以下のとおりであり、市民に対する説明責任を果たしているとは認められない。 

市の分析（「経営比較分析表（平成 29 年度）」

より） 

包括外部監査人の問題認識 

１．経営の健全性について 

表②のとおり、本市の営業収支比率は公営企

業の平均を下回っている。平成 29 年度決算時

点では同比率が64.9％と乗車料収入をはじめと

した営業収益で営業費用の２／３も賄えていな

い状況にあり、毎年、多額の営業赤字を計上し

ている。 

これを補うために、毎年、一般会計から多額

の補助金を繰り入れていることから、表⑦のと

おり、他会計負担金比率は公営企業平均値を大

きく上回っており、かつ同比率が増加傾向にあ

ることから、他会計負担金への依存度は年々高

まっているといえる。 

こうした補助金を繰り入れてもなお、表①の

とおり、公営企業平均が経常黒字を達成してい

る中、本市の経常収支比率は目標値を大きく下

回っている。 

 このように毎年多額の赤字を計上しているこ

となどから、表③のとおり流動比率は 50％を下

回り、表④のとおり累積欠損金比率は前年度か

ら悪化している。 

独立採算の状況に関する全ての指標（表⑤⑥

⑦）が悪く、公営企業平均値との乖離が大きい。

現行の経営改善計画において、これらの指標の

改善見通しに乏しいため、市民の理解を得られ

るか疑問である。 

このような独立採算の状況に関する分析の記

載がなく、適切な情報開示が行われていない。 

■関連する個別検出事項 

１（４）不十分な情報開示（一般会計負担） 
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市の分析（「経営比較分析表（平成 29 年度）」

より） 

包括外部監査人の問題認識 

２．経営の効率性について 

表①及び表②のとおり、本市の走行キロ当た

りの収入はキロ当たりの運送原価を下回ってい

る。 

 これはバスの需要が減少していく中にあって

も便数等のサービス供給量を極力維持してきた

ことにより、表④のとおり、本市の乗車効率が

公営企業平均よりも低い値で推移してきたこと

に起因しており、近年は生産年齢人口の減少な

どから更に悪化傾向にある。 

表①②③は民間比較の指標でありながら、民

間比較分析の記載がなく、適切な情報開示が行

われていない。 

民間と比較すると、収入は上回っているが、

費用はそれ以上に上回っており、特に人件費（表

③）の乖離が大きいことから、主な赤字要因は

労働生産性の低さによるものと考えられる。 

（注）「走行キロ当たりの人件費」（人件費／

年間実車走行キロ）が民間比で約 1.7 倍と示さ

れているが、人件費に運行委託分が反映されな

いため、民間比の乖離の実態はさらに大きいも

のと推察される。 

市は乗車効率の低さを課題と認識している

が、運行区域の特性等を考慮する必要あり、当

該データのみで乗車効率の改善が優先度の高い

課題といえるか疑問である。 

■関連する個別検出事項 

１（２）不十分な経営改善効果 

１（３）不十分な情報開示（路線別営業係数） 

全体総括 

需要の減少による慢性的な営業赤字に対し

て、本市はこれまで、人件費の抑制やバス運転

業務等の管理の委託の活用など、走行キロあた

りの運送原価の縮減を図ることで対応し、便数

等のサービス供給量は極力維持してきた。 

 しかし、指定都市の公営バス事業者の中では

低い人件費水準とし、管理の委託についても法

定上限まで委託を拡大するなど、費用の削減も

限界に達しつつあること、受益と負担の公平性

の観点などから他会計補助金への依存度をこれ

以上高めることは適切ではないと考えることか

ら、経営改善を図るために、「仙台市自動車運

送事業経営改善計画（平成 29～33 年度）」に

基づき、利用状況に応じた便数調整を行うなど、

運行を効率化するための取り組みが必要不可欠

となっている。 

交通局は運行の効率化への取り組みの必要性

を強調しているが、以下のようなリスクにも留

意する必要がある。 

 減便等の便数調整を行うことは利便性の低

下に繋がるものであり、利用者の負担増に

なること 

 マイカー等の代替交通手段があれば、利便

性の低下は更なるバス利用者減を招き、バ

ス事業が負のスパイラルに陥ること 

 民間との違いが不明確になり、市営バスの

存在意義自体がなくなること 

市営バスの維持に多額の一般会計負担が行

われているが、市営バスの継続と民間譲渡に関

する「市民負担と選択」が示されていない。 

■関連する個別検出事項 

１（５）重要課題の識別もれ 

１（６）抜本的な改革の検討不足 
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市は経営比較分析表をもとに以下の点を整理し、市営バスの継続と民間譲渡に関する「市民負

担と選択」を示すことにより、市民に対する説明責任を果たす必要があると考える。 

分析の方法（注） 包括外部監査人の見解 

①持続可能性に関する経営指標を活用して、自

団体の経年比較や他団体平均比較を行った結

果、持続可能性が低い場合や、民間事業者との

比較分析に関する経営指標を活用して、民間事

業者と比較分析を行った結果、公営企業よりも

民間事業者が低コストでサービス供給を行うこ

とができる場合については、民営化・民間譲渡

についての検討を行う。 

以下の点を考慮すれば、民間譲渡が望ましいと

考える。 

 独立採算の状況に関する経営指標改善の見

通しが立たないため、市営による持続可能性

は低いと判断されること 

 市営より民間事業者が低コストでサービス供

給を行うことが可能と見込まれること 
 
■関連する個別検出事項 

１（２）不十分な経営改善効果 

②民営化・民間譲渡が難しい場合は、持続可能

性に関する経営指標を活用して、自団体の経年

比較や他団体平均比較を行う。その結果、公営

企業としての持続可能性が低く、当該指標の改

善が見込まれない場合においては、公営企業と

して引き続きサービスを提供する場合と一般会

計においてコミュニティバス・デマンドタクシー

等に代替した場合とを比較・検討した上で、当

該代替手段の導入が望ましい場合は、その導入

（公営企業としては事業廃止）を検討する。 

運行委託している営業所・出張所の採算性を見

ると、民間譲渡の可能性が見込まれるため、仙台

市において受け皿となる民間事業者が存在しない

とは考え難い。実際、これまでも仙台市で路線単

位の民間移譲を実施しているのであるから、民間

譲渡は可能と考えられる。 
 
■関連する個別検出事項 

１（３）不十分な情報開示（路線別営業係数） 

１（６）抜本的な改革の検討不足 

③民営化・民間譲渡した場合や、公営企業の事

業を廃止し一般会計による代替手段（コミュニ

ティバス・デマンドタクシー等）を導入した場

合等においても、地方公共団体として持続可能

な地域公共交通網の形成に資する地域公共交

通の活性化及び再生に取り組むという観点及び

一般会計による負担に対する説明責任を果たす

観点から、民営化・民間譲渡先又はコミュニティ

バス・デマンドタクシー等の運行委託先から乗

車効率や利用者１回当たり他会計負担額（改革

実施後においては一般会計負担額）等の必要な

情報の提供を求め、これらを活用して抜本的な

改革の効果について検証を行う。 

不採算路線の維持（行政判断）による運行路線

はないのであれば、民間譲渡（市営バスの事業廃

止）に伴う利用者へのマイナス影響は限定的と想

定されるものの、一般会計による代替手段を導入

する必要性が生じることは考えられる。この場合、

市営バスのコストが民間を上回っていることを考

慮すると、市営バスの事業廃止による一般会計負

担の軽減効果は、代替手段を民間事業者に運行委

託することによる一般会計負担の増加を上回ると

予想され、市民負担の適正化を図れるものと考え

られる。 
 
■関連する個別検出事項 

１（２）不十分な経営改善効果 

２（４）不十分な有効性評価 

④公営企業として引き続きサービスを提供する

場合でも、民間活用、職員定数及び給与水準の

適正化や運行計画の見直し等により経営改善

を図るとともに、経営比較分析表で示される事

業の状況、独立採算の状況及び資産・負債に関

する経営指標並びに民間事業者も含めた他のバ

ス事業者の経営改善事例を参考に、「経営戦略」

を策定し、中長期的な経営を考えることが必要

である。 

市は現行の経営改善計画をもって経営戦略を策

定したと整理しているが、経営改善計画に様々な

課題を有することを勘案すると、もはや市の直営

によるバス事業の継続には無理がある。 
 
■関連する個別検出事項 

１（１）不十分な計画期間 

１（２）不十分な経営改善効果 

（注）公営企業の経営のあり方に関する研究会報告書（平成 29年 3月 総務省）より引用 


